
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 京都府

市区町村 京都市上京区

番地等 河原町通丸太町上る出水町284番地

団体情報入力シート

団体名 京都地域創造基金

郵便番号 602-0862

団体種別法人格 公益財団法人 資金分配団体

設立年月日 2009/03/26

法人格取得年月日 2009/03/26

電話番号 075-257-7883

WEBサイト (URL)

団体WEBサイト https://www.plus-social.jp/

その他のWEBサイト

(SNS等)

https://www.facebook.com/plusocial

https://twitter.com/plusocial

代表者(1) 氏名 新川 達郎

役職 代表理事

フリガナ ニイカワ タツロウ

氏名

役職

役員数［人］ 14

代表者(2)

フリガナ

理事・取締役数［人］ 5

評議員［人］ 7

監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 2

非常勤職員・従業員数［人］ 2

有給［人］ 2

無給［人］ 0

職員・従業員数［人］ 4

常勤職員・従業員数［人］ 2

有給［人］ 2

無給［人］ 0

事務局体制の備考



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

団体会員数［団体数］ 0

団体正会員［団体数］

団体その他会員［団体数］

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なること

決済責任者 氏名／勤務形態

個人会員・ボランティア数 0

ボランティア人数(前年度実績)［人］

個人正会員［人］

個人その他会員［人］

-

年間決算の監査を行っているか 内部監査で実施

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価センター

等）を受けてますか
受けていない

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してください

通帳管理者 氏名／勤務形態

経理担当者 氏名／勤務形態

申請前年度の助成総額［円］ 50,838,398

助成した事業の実績内容

〔子ども・教育〕ヤングケアラーの支援、若者の居場所づくり、不登

校・ひきこもり支援、フードバンク事業、等

〔医療・高齢者／障がい者福祉〕医療研究開発事業への支援、等

〔環境・地域・文化〕植樹事業、文化財の修理・保全、等

今までに助成を受けて行っている事業の実績 あり

業務別に区分経理ができる体制の可否 区分経理できる体制である

今までに助成事業を行った実績の有無 あり

申請前年度の助成件数［件］ 41

助成を受けた事業の実績内容

公益活動団体の寄付獲得のための円滑な寄付ノウハウオープン事業



(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

番号

対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された

資金分配団体名

申請中・申請予定又は採択された

事業名





※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 京都の若者の段階的就労支援プロジェクト 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 公益財団法人京都地域創造基金

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第17条

公募申請時に提出 定款 第18条

公募申請時に提出 定款 第18条

公募申請時に提出 定款 第19条

公募申請時に提出 定款 第16条

公募申請時に提出 定款 第21条～第22条

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第21条

. . .

公募申請時に提出 定款 第26条第6項

公募申請時に提出 定款 第26条第7項

. . .

公募申請時に提出 定款 第37条

公募申請時に提出 定款 第38条

公募申請時に提出 定款 第38条

公募申請時に提出 定款 第38条

公募申請時に提出 定款 第36条

公募申請時に提出 定款 第40条～第41条

公募申請時に提出 定款 第41条第2項、第43条

公募申請時に提出 定款 第40条～第41条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事の職務権限規程 第5～8条、別表

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程
内定後1週間以内に提
出

. . .

公募申請時に提出 役員の報酬等並びに費用に関する規程 第4条

公募申請時に提出 役員の報酬等並びに費用に関する規程 第6条

⚫ 理事の構成に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関す
る規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款
（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 個人情報管理規程 第5条～第18条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

公募申請時に提出 給与規程 第2条～第10条

公募申請時に提出 給与規程 第11条～第12条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護
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公益財団法人京都地域創造基金定款 

 

第１章 総則 

 

（名称） 

第１条 当法人は、公益財団法人京都地域創造基金と称する。 

（事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を京都市に置く。 

（目的） 

第３条 当法人は、社会の課題解決や地域の活性化などの公益活動を支援したい人々と、公

益活動を推進する団体等の双方の想いを具現し、資源の仲介を行い、社会を構成するすべて

の主体が公益を支える仕組みを構築することにより、持続可能で豊かな地域社会の創造と発

展に資することを目的とする。 

（事業） 

第４条 当法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1)公益活動を行う団体に仲介・提供するために、公益活動に必要な資金等の資源を募り、確

保する事業 

(2)公益活動を行う団体に対し、融資、助成、顕彰等を行う事業 

(3)公益活動を支援するために、不動産等の資源を活用する事業 

(4)前２号に掲げるもののほか、公益活動を行う団体に対し、その経営に必要な資源を提供す

る事業 

(5)公益活動を行う団体及び資源提供者に対するコンサルティング事業 

(6)公益活動に係る調査研究、情報収集及び情報発信に関する事業 

(7)公益活動を推進するための普及・啓発物品、寄附金付物品及び出版物等の販売 

(8)前各号に掲げる事業のほか、社会を構成する多様な主体が公益活動を支え、担う仕組みの

検討及び実施に係る事業 

(9)その他前条の目的を達成するために必要な事業  

（機関の設置） 

第５条 当法人は、評議員、評議員会、理事、理事会、監事を置く。 

（公告） 

第６条 当法人の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によ

って電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。 

 

第２章 財産及び会計 

 

（財産の拠出） 

第７条 設立者は、現金３００万円を、当法人の設立に際して拠出する。 

（事業計画及び収支予算） 

第８条 当法人の事業計画、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類に
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ついては、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の決議を経なければ

ならない。 

 ２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、

一般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第９条 当法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後３箇月以内に、理事長が

次の書類を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を経て、定時評議員会に提出し、第１

号及び第２号の書類についてはその内容を報告し、第３号から第６号までの書類については

承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 正味財産増減計算書 

(5) 貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書 

(6) 財産目録 

 ２ 第１項の規定により報告又は承認された書類の他、次の書類を主たる事務所に５年間

備え置き、個人の住所に関する記載を除き一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 評議員及び役員の名簿 

(3) 評議員及び役員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記

載した書類 

 ３ 定款については、主たる事務所に備え置き、一般の供覧に供するものとする。 

 ４ 貸借対照表は、定時評議員会の終結後遅滞なく、公告しなければならない。 

（事業年度） 

第１０条 当法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

第３章 評議員及び評議員会 

第１節 評議員 

 

（評議員） 

第１１条 当法人に、評議員５名以上２０名以内を置く。 

（評議員の選任及び解任） 

第１２条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１

８年法律第４８号）第１７９条から第１９５条までの規定に従い、評議員会の決議によって

行う。 

 ２ 評議員を選任する場合は、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1) 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の

１を超えないものであること。 
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イ 当該評議員及び配偶者又は３親等以内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他財産によっ

て生計を維持している者 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にする者 

(2) 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が評議

員の総数の３分の１を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めの

あるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く。）

である者 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人第２条第１項に規定する大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総

務省設置法第４条第１５条の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特別

の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。） 

 ３ 評議員はこの法人又はその子法人の理事、監事又は使用人を兼ねることができない。 

（任期） 

第１３条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。 

 ２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評

議員の任期の満了する時までとする。 

 ３ 評議員は、第１１条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

（報酬等） 

第１４条 評議員は無報酬とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、評議員には費用を弁償することができる。 

 

 

第２節 評議員会 

 

（構成） 
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第１５条 評議員会はすべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第１６条 評議員会は、次の事項に限り決議することができる。 

(1) 評議員の選任並びに理事及び監事の選任及び解任 

(2) 貸借対照表、正味財産増減計算書及びこれらの付属明細書並びに財産目録の承認 

(3) 定款の変更 

(4) 事業の全部又は一部の譲渡 

(5) 残余財産の帰属先の決定 

(6) 基本財産の処分又は除外の承認 

(7) 役員の報酬等並びに費用に関する規程 

(8) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定めた事項 

（開催） 

第１７条 定時評議員会は、毎事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

 ２ 臨時評議員会は、必要があるときは、いつでも開催することができる。 

（招集） 

第１８条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長

が招集する。 

 ２ 評議員は理事長に対して、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議

員会の招集を請求することができる。 

 ３ 前項による請求があったときは、理事長は遅滞なく評議員会を招集しなければならな

い。 

（招集の通知） 

第１９条 理事長は、評議員会の開催日の７日前までに、評議員に対して、会議の日時、場

所、目的である事項を記載した書面又は電磁的方法により通知を発しなければならない。 

 ２ 前項にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく、評

議員会を開催することができる。 

（議長） 

第２０条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選出する。 

（決議） 

第２１条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の

過半数が出席し、出席した評議員の過半数をもって行う。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員

を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 定款の変更 

(3) 基本財産の処分又は除外の承認 

(4) その他法令で定めた事項 

 ３ 評議員、理事又は監事を選任する決議に際しては、候補者ごとに第１項の決議を行わ

なければならない。評議員、理事又は監事の候補者の合計数が第１１条、第２５条に定め
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る定数を上回る場合には、過半数の賛同を得た候補者の中から得票数の多い順に定数に達

するまでの者を選任することとする。 

（決議の省略） 

第２２条 理事が評議員会の目的である事項につき提案した場合において、当該提案につき

評議員（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁

的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の評議員会の決議があ

ったものとみなす。この場合においては、その手続を第１８条第１項の理事会において定

めるものとし、第２０条から前条までの規定は適用しない。 

（議事録） 

第２３条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

 ２ 前項の議事録には、議長及びその評議員会において選任された議事録署名人２名以上

が、記名押印又は電子署名する。ただし、評議員会の決議の省略があった場合及び評議員

会への報告の省略があった場合はこの限りではなく、法令で定めるところによる。 

 ３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かなければな

らない。 

（評議員会規則） 

第２４条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、評

議員会において定める評議員会規則による。 

 

第４章 役員等及び理事会 

第１節 役員等 

 

（役員等） 

第２５条 当法人に次の役員を置く。 

   理事 ５名以上１５名以内 

   監事 ４名以内 

２ 理事のうち、１名を代表理事とし、代表理事以外の理事のうち４名以内を業務執行理

事とする。 

（選任等） 

第２６条 理事及び監事は、評議員会において選任する。 

 ２ 代表理事及び業務執行理事は、理事会において理事の中から選定する。 

 ３ 前項で選任された代表理事は、理事長に就任する。 

 ４ 理事会は、その決議によって第２項で選定された業務執行理事より、副理事長、専務

理事及び常務理事を選定することができる。 

 ５ 監事は、当法人又はその子法人の理事若しくは使用人を兼ねることができない。 

 ６ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他特別の関係

にあるものの合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、同

様とする。 

 ７ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にあ
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る者として法令で定める者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えてはな

らない。監事についても、同様とする。 

 ８ 理事又は監事に異動があったときは、２週間以内に登記し、登記事項証明書等を添え、

遅滞なくその旨を行政庁に届け出なければならない。 

（理事の職務権限） 

第２７条 理事は、理事会を構成し、この定款に定めるところにより、当法人の業務の執行

を決定する。 

 ２ 理事長は、当法人を代表し、当法人の業務を執行する。 

 ３ 副理事長は、理事長を補佐し、当法人の業務を執行する。また、理事長に事故がある

とき、又は理事長が欠けた時は、理事長の業務執行に係る職務を代行する。 

 ４ 専務理事は、理事長及び副理事長を補佐し、当法人の業務を執行する。また、理事長

及び副理事長に事故があるとき、又は理事長及び副理事長が欠けたときは、理事長の業

務執行に係る職務を代行する。 

 ５ 常務理事は、当法人の業務を分担執行する。また、専務理事に事故あるとき、又は欠

けたときは、理事会があらかじめ決定した順序によって、その職務を代行する。 

 ６ 理事長、副理事長、専務理事、常務理事及び第２５条第２項の業務を執行する理事は、

毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告

しなければならない。 

（監事の職務権限） 

第２８条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

成する。 

 ２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、当法人の業務及び財

産の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 

第２９条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時までとする。 

 ２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評

議員会の終結の時までとする。  

 ３ 前２項の規定にかかわらず、任期の満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任

された理事又は監事の任期は前任者の任期の満了するときまでとする。 

 ４ 理事又は監事については、再任を妨げない。 

５ 理事又は監事は、第２５条に定める定数に足りなくなるとき又は欠けたときは、辞任

又は任期満了により退任した後においても、それぞれ新たに選任された理事又は監事が就

任するまでは、その職務を行わなければならない。 

（役員の解任） 

第３０条 役員が次の一に該当するときは、評議員会の決議によって、解任することができ

る。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることができる評議員の３分の２以上に

当たる多数の決議に基づいて行われなければならない。 

(1)職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 
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(2)心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（報酬等） 

第３１条 理事及び監事は無報酬とする。ただし、常勤の役員に対しては、評議員会におい

て定める総額の範囲内において、報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として

支給することができる。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事には費用を弁償することができる。 

（取引の制限） 

第３２条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事実を開

示し、理事会の承認を得なければならない。 

(1) 自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

(2) 自己又は第三者のためにする当法人との取引 

(3) 当法人がその理事の債務を保証すること、その他理事以外の者との間における当法人

とその理事との利益が相反する取引。 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しなけれ

ばならない。 

（責任の免除又は限定） 

第３３条 当法人は、役員及び評議員の一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下

「一般法人法」という。）第１９８条において準用する同法第１１１条第１項の賠償責任に

ついて、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、賠償責任額から

法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除することができる。 

（顧問） 

第３４条 当法人に顧問を置くことができる。 

 ２ 顧問は、理事会において任期を定めた上で選任する。 

 ３ 顧問は、当法人への助言や協力を行い、理事長に対し、意見を述べることができる。 

 ４ 顧問は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用を弁償することが

できる。 

 

第２節 理事会 

 

（設置） 

第３５条 この法人に理事会を設置する。 

 ２ 理事会は、すべての理事で組織する。 

（権限） 

第３６条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

(1) 業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

(4) 評議員会の日時及び場所並びに目的である事項の決定 

(5) 規則の制定、変更及び廃止に関する事項 
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２ 理事会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を、理事に委任することが

できない。 

(1) 重要な財産の処分及び譲受け 

(2) 多額の借財 

(3) 重要な使用人の選任及び解任 

(4) 従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止 

(5) 内部管理体制の整備 

(6) 第３３条第１項の責任の免除 

（開催） 

第３７条 通常理事会は、毎年定期に、年４回開催する。 

 ２ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があ

ったとき。 

(3) 前号の請求があった日から５日以内に、その日から２週間以内の日を理事会の日とす

る理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したとき。 

(4) 監事が必要と認めて理事長に招集の請求があったとき。 

(5) 前号の請求があった日から５日以内に、その請求のあった日から２週間以内の日を理

事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした監事が招

集したとき。 

（招集） 

第３８条 理事会は、理事長が招集する。ただし、前条第２項第３号により理事が招集する

場合及び同項第５号により監事が招集する場合を除く。 

 ２ 理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたときは、理事会は理事が招集する。 

 ３ 理事長は、前条第２項第２号又は第４号に該当する場合は、その請求があった日から

５日以内に、請求の日から２週間以内の日を理事会の日とする臨時理事会を招集しなけれ

ばならない。 

４ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書面又は電

磁的方法をもって、開催日の５日前までに、通知しなければならない。 

 ５ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事全員の同意のあるときは、招集の手続を経る

ことなく理事会を開催することができる。 

（議長） 

第３９条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。ただし、理事長に事故があるとき又は

理事長が欠けたときは出席した理事の中から議長を互選する。 

 

（決議） 

第４０条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

（決議の省略） 
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第４１条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提

案について、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。ただ

し、監事が異議を述べたときは、この限りでない。 

 ２ 理事会の決議を省略したときは、決議があったものとみなされた事項の内容、当該事

項を提案した理事の氏名、決議があったものとみなされた日その他法務省令で定める事項

を議事録に記載又は記録しなければならない。 

（報告の省略） 

第４２条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知した

場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。ただし、一般法人法第１

９７条において準用する第９１条第２項の規定による報告については、この限りでない。 

（議事録） 

第４３条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

 ２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。ただし、代表理事の選

定を行う理事会については、他の出席した理事も記名押印する。また、理事会の決議の省

略があった場合及び理事会への報告の省略があった場合はこの限りではなく、法令で定め

るところによる。 

 ３ 第１項の規定により作成した議事録は、主たる事務所に１０年間備え置かなければな

らない。第４１条第２項の規定により作成した理事会の決議の省略の意思表示を記載した

書面についても同様とする。 

（理事会運営規則） 

第４４条 理事会に関する事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会において

定める理事会規則による。 

 

第５章 定款の変更、合併及び解散 

 

（定款の変更） 

第４５条 この定款は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分の２以

上の決議によって変更することができる。 

 ２ 当法人の目的及び評議員の選任及び解任の方法についても同様とする。 

（合併等） 

第４６条 当法人は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分の２以上

に当たる多数の決議により、他の一般社団・財団法人法上の法人との合併又は事業の全部

若しくは一部の譲渡をすることができる。 

（解散） 

第４７条 当法人は、基本財産の滅失その他の事由による当法人の目的である事業の成功の

不能その他法令で定めた事由によって解散する。 

（公益認定の取り消し等に伴う贈与） 

第４８条 当法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する場
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合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会の決議

を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日から１

箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４

９号）第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

（残余財産の処分等） 

第４９条 当法人が清算する場合において有する残余財産は、評議員会の決議により、当法

人と類似の事業を目的とする他の公益法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものと

する。 

 ２ 当法人は、余剰金の分配を行わない。 

      

第６章 委員会 

 

第５０条 この法人の事業を推進するために必要あるときは、理事会はその決議により、委

員会を設置することができる。 

 ２ 委員会の委員は、学識経験者のうちから、理事会が選任する。 

 ３ 委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

第７章 事務局 

 

（設置等） 

第５１条 当法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

 ２ 事務局には、事務局長及び所定の職員を置く。 

 ３ 事務局長及び重要な職員は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 

 ４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

（備付け帳簿及び書類） 

第５２条 事務局には、常に次に掲げる帳簿及び書類を備えておかなければならない。 

(1) 定款 

(2) 評議員、理事、監事の名簿 

(3) 認定、許可、認可等及び登記に関する書類 

(4) 評議員会及び理事会の議事に関する書類 

(5) 財産目録 

(6) 役員等の報酬規定 

(7) 事業計画書及び収支予算書 

(8) 事業報告書及び計算書類等 

(9)その他法令で定める帳簿及び書類 

２ 前項各号の帳簿及び書類等の閲覧については、法令の定めるところによる。 

 

第８章 附則 
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（設立時評議員） 

第５３条 当法人の設立時評議員は、次のとおりとする。 

     設立時評議員 梶田真章 川口清史 木村美都 田辺親男 富野暉一郎 

                       冷泉貴実子 

          

（設立時役員等） 

第５４条 当法人の設立時理事及び設立時監事は、次のとおりとする。 

設立時理事 太田航平 鬼丸昌也 加納伸晃 辻本尚子 新川達郎 

      原田紀久子 深尾昌峰 深町加津枝 藤田晶子 村井琢哉 

     設立時監事 石原俊彦 辻貞旨 

（最初の事業計画等） 

第５５条 当法人の設立当初年度事業計画及び収支予算は、第８条第１項の規定にかかわら

ず、設立者の定めるところによる。 

（最初の事業年度） 

第５６条 当法人の最初の事業年度は、当法人設立の日から平成２１年１２月３１日までと

する。 

 

（設立者の氏名及び住所） 

第５７条 設立者の氏名及び住所は、次のとおりである。 

     住 所 京都市下京区五条通高倉西入る万寿寺町１４３いづつビル６階 

     設立者氏名 権利能力なき社団 京都地域創造基金設立準備委員会 

      

（法令の準拠） 

第５８条 本定款に定めない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

   附 則 

１ この定款の変更は平成２１年５月１９日から施行する。 

２ 当法人の平成２１年度の事業年度は、第１０条及び第５５条の規定にかかわらず、

当法人設立の日（平成２１年３月２６日）から平成２２年３月３１日までとする。 

 

   附 則 

1 この定款の変更は平成２１年６月１１日から施行する。 

以上 

 

















公益財団法人京都地域創造基金 

理事の職務権限規程 

 

第１章 総 則 

 

（目 的） 

第 1 条 この規程は、公益財団法人京都地域創造基金（以下「この法人」という。）の定

款第 27 条の規定に基づき、理事の職務権限を定め、公益法人としての業務の適法、か

つ効率的な執行を図ることを目的とする。 

 

（法令等の順守） 

第２条 理事は、法令、定款及びこの法人が定める規範、規程等を順守し、誠実に職務

を遂行し、協力して、定款に定めるこの法人の目的の遂行に寄与しなければならない。 

 

第２章 理事の職務権限 

（理 事） 

第３条 理事は、理事会を組織し、法令及び定款の定めるところにより、この法人の業

務の執行の決定に参画する。 

 

（代表理事） 

第４条 代表理事は、理事長に就任する。 

 

（理事長） 

第５条 理事長の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 代表理事としてこの法人を代表し、その業務を執行する。 

(2) 理事会を招集し、議長としてこれを主宰する。 

(3) 毎事業年度毎に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会

に報告する。 

 

（副理事長） 

第６条 副理事長の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 理事長を補佐し、当法人の業務を執行する。 



(2) 理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けた時は、理事長の業務執行に係る職務

を代行する。 

(3) 毎事業年度毎に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会

に報告する。 

 

（専務理事） 

第７条 専務理事の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1) 理事長及び副理事長を補佐し、この法人の業務を執行する。 

(2) 毎事業年度毎に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会

に報告する。 

 

（常務理事） 

第８条 常務理事の職務権限は、別表に掲げるもののほか、次のとおりとする。 

(1) この法人の業務を分担執行する。 

(2) 毎事業年度毎に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会

に報告する。 

２ 専務理事に事故あるとき又は欠けたときは、理事会が予め決定した順序によってそ

の職務を代行する。 

 

第３章 補 則 

（細 則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に必要な事項は、理事会の決議

により別に定めることができる。 

 

（改 廃） 

第 10 条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附 則 

 

この規程は、平成 23 年６月 14 日から施行する。 

 

 



 

（別表）理事の職務権限 

決裁事項 

項目 

決裁権者 

理
事
長 

副
理
事
長 

専
務
理
事 

常
務
理
事 

事業計画及び予算の案作成に関すること ○       

事業報告及び決算の案の作成に関すること ○       

人事及び給与制度の立案に関すること ○       

重要な使用人以外の者の任用に関すること ○       

出張に関すること   ○ ○   

契約の締結 ○       

契約の金額の範囲内の支出   ○ ○   

法人の諸規程・諸規則・諸要項に基づく支出または日

常業務に必要な支出（旅費交通費等） 
    ○  

法人の諸規定・諸規則・諸要項に基づく支出または日

常業務に必要な支出以外の支出で、一件につき３万円

以上の支出 

○ ○     

法人の諸規定・諸規則・諸要項に基づく支出または日

常業務に必要な支出以外の支出で、一件につき３万円

未満の支出     ○  

冠基金の設置に関すること ○       

テーマ別基金の設置に関すること ○       

助成要項の作成と決定に関すること ○ ○     



助成金交付決定に関すること ○       

助成金の交付に関することで、すでに助成金交付決裁

後の助成金交付（随時交付など）に関すること   ○ ○   

特に重要な事業の実施に関すること ○       

その他事業の実施に関すること   ○ ○ ○ 

職員の教育・研修に関すること   ○ ○   

渉外に関すること   ○ ○   

福利厚生に関すること   ○ ○   

当財団が行う寄付に関すること ○ ○     

特に重要な寄付の受入に関すること ○ ○     

訴訟に関すること ○       

外部に対する文書発簡（特に重要なもの） ○       

外部に対する文書発簡（特に重要なもの以外のもの、

または決裁後に随時発簡するもの）   
○ ○ ○ 

決裁権者が複数におよぶ決裁事項については、○印のいずれかの者の決裁による。 

 

 

 



役員の報酬等並びに費用に関する規程 

 

公益財団法人京都地域創造基金 

（目的及び意義） 

第 1 章 この規程は、公益財団法人京都地域創造基金（以下、「この法人」とい

う）の定款第 31 条の規定に基づき、役員の報酬等並びに費用の支給に必要な基

準を定めることを目的とし、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律並び

に公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の規定に照らし、妥当

性と透明性の確保を図ることとする。 

 

（定義等） 

第 2 条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 役員とは理事及び監事をいう。 

(2) 常勤役員とは、評議員会で選任された理事のうち、この法人を勤務場所と

する者をいう。 

(3) 報酬等とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5 条

第 13 号で定める報酬、賞与その他職務遂行の対価として受ける財産上の利

益及び退職手当であって、その名称の如何を問わない。費用とは明確に区

分されるものとする。 

(4) 費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤費、旅費（宿泊費含む）、

手数料等の経費をいう。報酬等とは明確に区分されるものとする。 

 

（報酬の支給） 

第 3 条 この法人の非常勤の役員、評議員は、無報酬とする。 

２ この法人は、定款第 31 条に基づき、常勤役員の職務執行の対価として報酬

を支給することができる。 

３ 常勤役員には評議員会において定める総額の範囲内において、（別表）「常

勤役員報酬表」に基づき定例役員報酬を支給する。 

 

 

 

 



（報酬等の額の決定） 

第4条 この法人の常勤役員の定例報酬月額は、（別表）「常勤役員報酬表」の

とおりとし、各々の常勤役員の報酬月額は報酬表のうちから、理事長が理事会

の承認を得て、決めるものとする。 

 

（報酬の支給日） 

第 5 条 報酬は、年間報酬額を定める場合を含め、月額をもって支給するもの

とし、毎月一定の定まった日に支払うものとする。 

 

（報酬等の支給方法） 

第 6 条 報酬等は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人

名義の金融機関口座に振り込むことができる。  

 

（通勤費） 

第 7 条 常勤役員には、その通勤の実態に応じ、通勤費を支給する。 

 

（費用） 

第 8 条 この法人は、役員がその職務の遂行に当たって負担した費用について

は、これを請求のあった日から遅滞なく支払うものとし、また前払いを要する

ものについては前もって支払うことができる。 

 

（公表） 

第 9 条 この法人は、この規程をもって、公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律第 20条第 1項に定める報酬等の支給の基準として公表するも

のとする。 

 

（改廃） 

第 10 条 この規程の改廃は、評議員会において行う。 

 

（補則） 

第 11 条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、

別に定めるものとする。 

 





個人情報管理規程 

 

 

公益財団法人京都地域創造基金 

 

第一章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人京都地域創造基金（以下「この法人」という。）が保 

 有する個人情報の取り扱いについて基本的事項を定めることにより、個人の権利利益を 

 保護することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

(1) 個人情報 

「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生

年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易

に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるもの

を含む。）をいう。 

 (2) 個人情報データベース等 

 「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、媒体（電子 

 機器、紙）を問わず、容易に検索することができるように体系的に構成したものをいう。 

 (3) 個人データ 

 「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 

 (4) 保有個人データ 

 「保有個人データ」とは、この法人が開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、 

 消去及び第三者への提供の停止を行なうことのできる権限を有する個人データであって、 

 その存否が明らかになることにより本人又は第三者の利益が害されるもの以外のものを 

 いう。 

 (5) 本人 

 「本人」とは、個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

（適用の範囲） 



第３条  この規程は、この法人の役員、職員、実習生その他この法人の業務に従事する 

 すべての者に適用する。 

（この法人の責務） 

第４条 この法人は、個人情報保護に関する法令等を遵守するとともに、実施するあらゆ 

 る事業を通じて個人情報の保護に努める。 

 

第二章 管理体制 

（個人情報保護管理者） 

第５条 この法人は、個人情報の適正管理のため、個人情報保護管理者を定め、この法人 

 における個人情報の適正管理に必要な措置を行わせる。 

２ 個人情報保護管理者は、この法人の事務局長とする。 

３ 個人情報保護管理者は、本規程の定めに基づき、適正管理対策の実施、従業者に 

 対する教育等を行う責任を負う。 

 

第三章 個人情報の取得 

（利用目的の特定） 

第６条 この法人は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以下「利用目 

 的」という。）をできる限り特定する。 

２ この法人は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有す 

 ると合理的に認められる範囲で行なう。 

（利用目的による制限） 

第７条 この法人は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利 

 用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱わない。 

（適正な取得） 

第８条 この法人は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得しない。 

（特定の個人情報の取得の禁止） 

第９条 この法人は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因とな 

 る個人情報については取得しない。 

（取得に際しての利用目的の通知等） 

第１０条 この法人は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表して 

 いる場合を除き、速やかに、その利用目的を本人に通知し、又は公表する。 

２ この法人は、前項の規定にかかわらず、本人から直接申込書・アンケート・契約書等、 



 書面（電子メール、ホームページへの記入を含む。）により個人情報を取得する場合は、 

 あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示する。ただし、人の生命、身体又は財産 

 の保護のために緊急の必要がある場合は、この限りでない。 

３ この法人は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知 

 し、又は公表する。 

４ 前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

(1) 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、財 

 産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 利用目的を本人に通知し、又は公表することによりこの法人の権利又は正当な利益を 

 害するおそれがある場合 

(3) 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要 

 がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務の遂 

 行に支障をきたすおそれがあるとき 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

（データ内容の正確性の確保） 

第１１条 この法人は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確か 

 つ最新の内容に保つよう努める。 

 

第四章 個人情報の管理 

（安全管理措置） 

第１２条 この法人は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の 

 個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じる。 

２ 各従事者においては、次の各号に従って適切に個人情報を取り扱う。 

(1) 各部門においては保管する個人情報を含む文書（電子媒体を含む）は、施錠できる場 

 所への保管、パスワード管理等により、散逸、紛失、漏えいの防止に努める。 

(2) 情報機器は適切に管理し、正式な利用権限のない者には使用させてはならない。 

(3) 個人情報を含む文書であって、保管の必要がないものは、速やかに廃棄しなければな 

 らない。 

(4) 個人情報を含む文書の廃棄は、シュレッダー裁断、焼却、溶解等により、完全に抹消 

 しなければならない。 

(5) 個人情報を含む文書を他部門に伝達するときは、適切な方法・手順によることとし、 

 必要な範囲を超えて控えを残さないよう取り扱う。 



(6) 個人情報を含む文書は、みだりに複写してはならない。 

(7) 個人情報を含む文書は、その目的の如何にかかわらず、個人情報保護管理者に無断で 

 外部へ持ち出してはならない。 

（委託先の監督） 

第１３条 この法人は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取 

 扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要 

 かつ適切な監督を行なう。 

（第三者提供の制限） 

第１４条 あらかじめ、本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならな 

 い。ただし、次の各号に該当する場合、本人の同意なく第三者に提供ができる。 

(1) 法令に基づく場合 

(2) 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る 

 ことが困難であるとき。 

(3) 公衆衛生上の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、 

 本人の同意を得ることが困難であるとき。 

(4) 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す 

 ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事 

 務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２ この法人は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該本 

 人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、 

 次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態 

 に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供するこ 

 とができる。 

(1) 第三者への提供を利用目的とすること。 

(2) 第三者に提供される個人データの項目 

(3) 第三者への提供の手段又は方法 

(4) 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止するこ 

 と。 

３ この法人は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内容に 

 ついて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置く。 

４ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用 

 については、第三者に該当しないものとする。 



(1) この法人が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又は 

 一部を委託する場合 

(2) 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

(3) 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同し 

 て利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及 

 び当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、 

 本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くものとする。 

５ 当法人は、前項第三項に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理につい 

 て責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容について、あら 

 かじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くものとする。 

（保有個人データに関する事項の公表等） 

第１５条 この法人は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り 

 得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置くものとする。 

(1) この法人の名称 

(2) すべての保有個人データの利用目的（第１０条第４項第１号から第３号に該当する場 

 合を除く。） 

(3) 次項、次条第１項、第１７条の規定による求めに応じる手続き 

２ この法人は、本人から当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求め 

 られたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知する。ただし、次の各号のいずれか 

 に該当する場合は、この限りでない。 

(1) 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 

(2) 第１０条第４項第１号から第３号までに該当する場合 

３ この法人は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しな 

 い旨の決定をしたときは、本人に遅滞なく、その旨を通知する。 

 

第五章 開示、変更、利用停止等の請求の対応 

（開示） 

第１６条 この法人は、本人から、当該本人が識別される保有個人データについて、書面 

 又は口頭によりその開示（当該本人が識別される保有個人データが存在しないときにそ 

 の旨を知らせることを含む。以下同じ。）を求められたときは、身分証明書等により本人 

 であることを確認の上、書面又は口頭により開示する。ただし、開示することにより次 

 の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。 



(1) 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) この法人の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

(3) 他の法令に違反することとなる場合 

２ この法人は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は一部について 

 開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知する。 

 

（保有個人データの訂正、追加、削除、利用停止、第三者への提供の停止等） 

第１７条 この法人は、本人から、書面又は口頭により、当該保有個人データの訂正、追 

 加、削除、利用停止又は第三者への提供の停止（以下この条において「訂正等」という。） 

 を求められた場合には、利用目的の達成に必要な範囲内において遅滞なく調査を行い、 

 その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行う。 

２ この法人は、第一項の規定に基づき、求められた保有個人データの訂正等を行ったと 

 き又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なくその旨を通知す 

 る。 

 

第六章 苦情の処理 

（苦情の処理） 

第１８条 この法人は、個人情報の取扱いに関する苦情（以下「苦情」という。）について 

 必要な体制整備を行い、苦情があったときは、適切かつ迅速な対応に努める。 

２ 苦情処理の責任者は、この法人の事務局長とする。 

３ 苦情処理の責任者は、苦情処理の業務を従業者に委託することができる。その場合は、 

 あらかじめ従業者を指定し、その業務の内容を明確にしておくものとする。 

 

第七章  その他 

（改廃） 

第１９条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

（附則） 

 この規定は、平成２２年３月２３日から施行する。 

 



公益財団法人京都地域創造基金 

給与規程 

 

(総 則) 

第１条 この規程は、就業規則第１条の規定にもとづき、職員の給与について定める。 

 

(給与の種類)  

第２条 職員の給与は、月給制とし、それぞれ次に掲げる区分により支給する。 

 (1)基本給 

 (2)手 当 

  該当する職員には、次の手当を支給する。  

   ①職務手当 

   ②扶養手当 

   ③通勤手当 

   ④住宅手当 

   ⑤特別事業手当 

   ⑥在宅勤務手当 

 

(基本給) 

第３条 基本給は、別表のとおりとする。 

 

(初任給)  

第４条 初任給は、学歴・性別・国籍を問わず、１号給とする。ただし、これまでの職

業経験、年齢等を総合的に勘案し、理事長が決定する。 

 

(給与改定) 

第５条 給与改定の時期は 4月 1日とする。給与改定の実施については、公益財団法人

京都地域創造基金（以下、当法人）の業績、社会情勢等を勘案して毎年決定する。 

２ 給与改定は、職員の勤務状況、業績等を勘案して各人ごとに、理事長が決定する。 

 

(職務手当) 

第６条 職務手当は、事務局長、事務局次長に対し支給する。 

２ 職務手当は、毎月 1日現在の職務に応じて支給する。 

３ 職務手当の月額は次のとおりとする。ただし、兼務の場合は、上位の職務の手当に

よる。 

  事務局長   15,000 円 

    事務局次長 10,000 円 

 

(扶養手当) 

第７条 扶養手当は、毎月 1日現在に扶養親族のある職員に対して支給する。 

２ 扶養親族とは、次に揚げるもので、他に生計の途がなく、主として職員の扶養を受

けているもので、理事長が認めた者とする。 

 (１)配偶者 

 (２)満 18 歳未満の子および孫 

 (３)父母および祖父母 

 (４)心身に重大な障害のある子および孫 



３ 扶養手当の月額は、１人目については、１人つき 10,000 円、２人目以降については

１人につき 5,000 円とする。 

４ 扶養親族に異動があった場合は、直ちに理事長あてに届け出なければならない。 

 

(通勤手当)  

第８条 通勤手当は,最寄駅より勤務先事業所最寄駅までの通勤実費を支給する。 

２ 前項の利用する交通機関及び通勤実費については、理事長の承認を要する。 

３ 通勤手当は、原則として 6ケ月間ごとに通勤に要する実費を支給する。 

４ 職員が次の各号の一に該当することになった場合、職員は既に支給した通勤手当の

残額(解約精算金)を返還するものとする。  

 (１)第 1項に該当しなくなった場合 

 (２)住所又は居所の変更その他の事由により通勤の経路又は手段を変更した場合 

 (３)出張、休暇、欠勤その他の事由により、月の 1日から末日までの全日数にわたり

通勤しなかったときは、既支給通勤手当額の 1か月分相当額を返還する 

 (４)休職した場合 

 (５)退職した場合 

 

（住宅手当） 

第９条 住宅手当は、毎月の所定労働時間の３／５以上勤務し、かつ本人が扶養親族で

ない場合に月額 15,000 円を上限に支給する。 

 

（特別事業手当） 

第１０条 特別事業手当は、特に新規事業の事業開発・推進や補助事業や委託事業等を

担当する職員に、月額 10万円を上限に理事長が決定し、支給する。 

 

（在宅勤務手当） 

第１１条 在宅勤務手当は、事務局長の指示により勤務時間の 50％以上を在宅勤務す

る職員に、月額 2,000 円を上限に理事長が決定し、支給する。 

 

 (給与の支給日)  

第１２条 給与の計算期間は毎月 21日より翌月 20日までとし、支給日はその月の 25日

(その日が休日に当るときはその前日、以下順次繰り上げ)とする。 

 

 (給与の支給方法) 

第１３条 給与は通貨をもって本人に支給する。ただし、本人の指定する本人名義の金

融機関ロ座に振込むこともできる。  

２ 給与は、法令の定めによる控除すべき金額を控除して支給する。 

 

 (季節手当) 

第１４条 季節手当の支給月は、原則として年２回 8月、3月とし、その額は、職員の

勤怠実績、勤務 成果および当法人の財政状況を勘案し、年間で基本給３ヶ月分を上限

に理事長が決定する。 

２ 季節手当の支給対象期間は、次のとおりとする。 

  夏季手当 当年 3月 21 日より当年 8月 20 日まで  

  期末手当 前年 8月 21 日より当年 3月 20 日まで 

３ 季節手当の支給対象者は、支給対象期間の全て若しくは一部に在籍し、季節手当の

支給日現在に在籍する者に支給する。 





貸借対照表 
2021年 3月31日現在

公益財団法人 京都地域創造基金

（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

現金預金        54,297,929         5,151,856        49,146,073

未収金         1,313,127         3,615,793 △      2,302,666

立替金                 0             2,050 △          2,050

仮払金                 0            68,860 △         68,860

流動資産合計        55,611,056         8,838,559        46,772,497

２．固定資産

(3) その他固定資産

什器備品           147,380           294,761 △        147,381

保証金            90,000            90,000                 0

投資有価証券            50,000            50,000                 0

その他固定資産合計           287,380           434,761 △        147,381

固定資産合計           287,380           434,761 △        147,381

資産合計        55,898,436         9,273,320        46,625,116

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

短期借入金         5,000,000         3,000,000         2,000,000

未払金           122,498           379,018 △        256,520

預り金           716,042           810,896 △         94,854

仮受金                 0             3,450 △          3,450

流動負債合計         5,838,540         4,193,364         1,645,176

負債合計         5,838,540         4,193,364         1,645,176

Ⅲ  正味財産の部

１．指定正味財産

寄付金        66,252,291        18,851,118        47,401,173

指定正味財産合計        66,252,291        18,851,118        47,401,173

２．一般正味財産 △     16,192,395 △     13,771,162 △      2,421,233

正味財産合計        50,059,896         5,079,956        44,979,940

負債及び正味財産合計        55,898,436         9,273,320        46,625,116
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貸借対照表 
2022年 3月31日現在

公益財団法人 京都地域創造基金
（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減
Ⅰ  資産の部
１．流動資産

現金預金        11,317,370        54,297,929 △     42,980,559
証券口座           521,535                 0           521,535
未収金           733,529         1,313,127 △        579,598
立替金             5,574                 0             5,574
流動資産合計        12,578,008        55,611,056 △     43,033,048

２．固定資産
(3) その他固定資産

什器備品            73,690           147,380 △         73,690
保証金            90,000            90,000                 0
投資有価証券            50,000            50,000                 0
その他固定資産合計           213,690           287,380 △         73,690
固定資産合計           213,690           287,380 △         73,690
資産合計        12,791,698        55,898,436 △     43,106,738

Ⅱ  負債の部
１．流動負債

短期借入金                 0         5,000,000 △      5,000,000
未払金         2,053,569           122,498         1,931,071
預り金           730,157           716,042            14,115
流動負債合計         2,783,726         5,838,540 △      3,054,814
負債合計         2,783,726         5,838,540 △      3,054,814

Ⅲ  正味財産の部
１．基金

基金           521,535                 0           521,535
２．指定正味財産

寄付金        28,245,614        66,252,291 △     38,006,677
指定正味財産合計        28,245,614        66,252,291 △     38,006,677

３．一般正味財産
(1) 代替基金                 0                 0                 0
(2) その他一般正味財産 △     18,759,177 △     16,192,395 △      2,566,782
一般正味財産合計 △     18,759,177 △     16,192,395 △      2,566,782
正味財産合計        10,007,972        50,059,896 △     40,051,924
負債及び正味財産合計        12,791,698        55,898,436 △     43,106,738

- 1 -





正味財産増減計算書
2020年 4月 1日から2021年 3月31日まで

公益財団法人 京都地域創造基金

（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

事業収益         8,850,500[ ]         9,599,500[ ] △        749,000[ ]

公益目的事業１収入         8,850,500( )         9,599,500( ) △        749,000( )

講座・研修事業                 0             3,500 △          3,500

行政受託事業                 0         3,820,000 △      3,820,000

民間受託事業         3,810,500         4,076,000 △        265,500

情報提供事業                 0           195,000 △        195,000

出向負担金収入         5,040,000         1,505,000         3,535,000

受取補助金等         2,760,187[ ]           365,793[ ]         2,394,394[ ]

受取地方公共団体補助金                 0           365,793 △        365,793

受取補助金等振替額         2,760,187                 0         2,760,187

受取寄付金        48,084,780[ ]        28,806,946[ ]        19,277,834[ ]

受取寄付金                 0         3,804,175 △      3,804,175

受取寄付金振替額        48,084,780( )        25,002,771( )        23,082,009( )

指定正味財産からの振替受取寄付金        48,084,780        25,002,771        23,082,009

雑収益             3,719[ ]             2,049[ ]             1,670[ ]

受取利息               240                49               191

有価証券運用益             2,000             2,000                 0

雑収益             1,479                 0             1,479

経常収益計        59,699,186        38,774,288        20,924,898

(2) 経常費用

事業費        60,152,140[ ]        41,493,938[ ]        18,658,202[ ]

給料手当        11,704,662        12,391,560 △        686,898

臨時雇賃金         1,159,560         1,511,900 △        352,340

福利厚生費                 0           129,856 △        129,856

法定福利費         1,919,387         1,845,832            73,555

会議費             5,450            61,594 △         56,144

旅費交通費           252,707           887,668 △        634,961

通信運搬費           385,041           310,184            74,857

減価償却費           147,381                 0           147,381

消耗品費            64,855           118,189 △         53,334

印刷製本費            78,050           642,098 △        564,048

資料図書費            28,702             8,150            20,552

賃借料           840,613           964,580 △        123,967

諸謝金            99,027           477,404 △        378,377

租税公課            17,050             8,450             8,600

支払助成金        37,240,348        21,084,357        16,155,991

委託費           655,345           627,563            27,782

支払利息            40,821            13,972            26,849

雑費                 0            38,511 △         38,511

交際費             8,253            25,688 △         17,435
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科 目 当年度 前年度 増 減

支払手数料         2,428,885           205,835         2,223,050

諸会費           113,300           140,547 △         27,247

システム利用料         1,943,883                 0         1,943,883

リース料           926,200                 0           926,200

委託費            92,620                 0            92,620

管理費         1,948,209[ ]         2,296,029[ ] △        347,820[ ]

給料手当         1,300,518         1,376,840 △         76,322

臨時雇賃金           128,840                 0           128,840

福利厚生費                 0            24,000 △         24,000

会議費            14,774               140            14,634

旅費交通費             2,200             6,130 △          3,930

通信運搬費            16,092                 0            16,092

採用教育費                 0            86,250 △         86,250

資料図書費             2,530             6,594 △          4,064

賃借料            93,357            87,040             6,317

保険料                 0             5,130 △          5,130

租税公課            13,300             3,550             9,750

交際費                 0            28,500 △         28,500

支払手数料           319,598           621,855 △        302,257

諸会費            57,000            50,000             7,000

経常費用計        62,100,349        43,789,967        18,310,382

評価損益等調整前当期経常増減額 △      2,401,163 △      5,015,679         2,614,516

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △      2,401,163 △      5,015,679         2,614,516

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

雑損失            20,070[ ]            18,212[ ]             1,858[ ]

経常外費用計            20,070            18,212             1,858

当期経常外増減額 △         20,070 △         18,212 △          1,858

当期一般正味財産増減額 △      2,421,233 △      5,033,891         2,612,658

一般正味財産期首残高 △     13,771,162 △      8,737,271 △      5,033,891

一般正味財産期末残高 △     16,192,395 △     13,771,162 △      2,421,233

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取補助金等         2,760,187[ ]           365,793[ ]         2,394,394[ ]

受取地方公共団体補助金         2,760,187           365,793         2,394,394

受取寄付金        95,485,953[ ]        33,037,997[ ]        62,447,956[ ]

受取寄付金        95,485,953        33,037,997        62,447,956

一般正味財産への振替額 △     50,844,967[ ] △     29,172,739[ ] △     21,672,228[ ]

一般正味財産への振替額 △     50,844,967( ) △     29,172,739( ) △     21,672,228( )

地方公共団体補助金 △      2,760,187 △        365,793 △      2,394,394

寄付金 △     48,084,780 △     28,806,946 △     19,277,834
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科 目 当年度 前年度 増 減

当期指定正味財産増減額        47,401,173         4,231,051        43,170,122

指定正味財産期首残高        18,851,118        14,620,067         4,231,051

指定正味財産期末残高        66,252,291        18,851,118        47,401,173

Ⅲ  正味財産期末残高        50,059,896         5,079,956        44,979,940
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正味財産増減計算書
2021年 4月 1日から2022年 3月31日まで

公益財団法人 京都地域創造基金
（単位：円）

科 目 当年度 前年度 増 減
Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益
事業収益         9,797,822[ ]         8,850,500[ ]           947,322[ ]
公益目的事業１収入         9,797,822( )         8,850,500( )           947,322( )
講座・研修事業           470,000                 0           470,000
民間受託事業         5,016,000         3,810,500         1,205,500
講師派遣事業            66,822                 0            66,822
情報提供事業            45,000                 0            45,000
出向負担金収入         4,200,000         5,040,000 △        840,000

受取補助金等           357,029[ ]         2,760,187[ ] △      2,403,158[ ]
受取補助金等           357,029         2,760,187 △      2,403,158
受取寄付金       106,275,701[ ]        48,084,780[ ]        58,190,921[ ]
受取寄付金振替額       106,275,701( )        48,084,780( )        58,190,921( )
指定正味財産からの振替受取寄付金       106,275,701        48,084,780        58,190,921

受取民間助成金         8,497,372[ ]                 0[ ]         8,497,372[ ]
受取民間助成金         8,497,372                 0         8,497,372
雑収益             1,265[ ]             3,719[ ] △          2,454[ ]
受取利息               265               240                25
有価証券運用益             1,000             2,000 △          1,000
雑収益                 0             1,479 △          1,479
経常収益計       124,929,189        59,699,186        65,230,003

(2) 経常費用
事業費       125,244,274[ ]        60,152,140[ ]        65,092,134[ ]
給料手当        11,783,124        11,704,662            78,462
臨時雇賃金         1,690,107         1,159,560           530,547
法定福利費         2,017,492         1,919,387            98,105
会議費            42,200             5,450            36,750
旅費交通費           310,595           252,707            57,888
通信運搬費           377,116           385,041 △          7,925
減価償却費            73,690           147,381 △         73,691
消耗品費            50,143            64,855 △         14,712
印刷製本費           148,515            78,050            70,465
資料図書費            11,564            28,702 △         17,138
賃借料           464,860           840,613 △        375,753
保険料             5,020                 0             5,020
諸謝金           882,272            99,027           783,245
租税公課             3,600            17,050 △         13,450
支払助成金       102,301,349        37,240,348        65,061,001
委託費         2,706,500           655,345         2,051,155
広告宣伝費            12,000                 0            12,000
支払利息                 0            40,821 △         40,821
交際費            18,295             8,253            10,042
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科 目 当年度 前年度 増 減
支払手数料           701,434         2,428,885 △      1,727,451
諸会費            52,000           113,300 △         61,300
システム利用料           573,578         1,943,883 △      1,370,305
リース料         1,018,820           926,200            92,620
委託費                 0            92,620 △         92,620
管理費         2,251,697[ ]         1,948,209[ ]           303,488[ ]
給料手当         1,309,236         1,300,518             8,718
臨時雇賃金           171,123           128,840            42,283
福利厚生費             9,856                 0             9,856
会議費            17,320            14,774             2,546
旅費交通費             6,520             2,200             4,320
通信運搬費               308            16,092 △         15,784
消耗品費           130,745                 0           130,745
採用教育費            15,000                 0            15,000
資料図書費                 0             2,530 △          2,530
賃借料           151,150            93,357            57,793
租税公課               600            13,300 △         12,700
雑費               871                 0               871
交際費            11,160                 0            11,160
支払手数料           367,808           319,598            48,210
諸会費            60,000            57,000             3,000
経常費用計       127,495,971        62,100,349        65,395,622
評価損益等調整前当期経常増減額 △      2,566,782 △      2,401,163 △        165,619
評価損益等計                 0                 0                 0
当期経常増減額 △      2,566,782 △      2,401,163 △        165,619

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益
経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用
雑損失                 0[ ]            20,070[ ] △         20,070[ ]
経常外費用計                 0            20,070 △         20,070
当期経常外増減額                 0 △         20,070            20,070
当期一般正味財産増減額 △      2,566,782 △      2,421,233 △        145,549
一般正味財産期首残高 △     16,192,395 △     13,771,162 △      2,421,233
一般正味財産期末残高 △     18,759,177 △     16,192,395 △      2,566,782

Ⅱ  指定正味財産増減の部
受取補助金等                 0[ ]         2,760,187[ ] △      2,760,187[ ]
受取地方公共団体補助金                 0         2,760,187 △      2,760,187
受取寄付金        68,269,024[ ]        95,485,953[ ] △     27,216,929[ ]
受取寄付金        68,269,024        95,485,953 △     27,216,929
一般正味財産への振替額 △    106,275,701[ ] △     50,844,967[ ] △     55,430,734[ ]
一般正味財産への振替額 △    106,275,701( ) △     50,844,967( ) △     55,430,734( )
地方公共団体補助金                 0 △      2,760,187         2,760,187
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科 目 当年度 前年度 増 減
寄付金 △    106,275,701 △     48,084,780 △     58,190,921

当期指定正味財産増減額 △     38,006,677        47,401,173 △     85,407,850
指定正味財産期首残高        66,252,291        18,851,118        47,401,173
指定正味財産期末残高        28,245,614        66,252,291 △     38,006,677

Ⅲ  基金増減の部
基金受入額           521,535[ ]                 0[ ]           521,535[ ]

当期基金増減額           521,535                 0           521,535
基金期首残高                 0                 0                 0
基金期末残高           521,535                 0           521,535

Ⅳ  正味財産期末残高        10,007,972        50,059,896 △     40,051,924
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財務諸表に対する注記（ 2020 年度）  

 

公益財団法人京都地域創造基金  

 

１．重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券   償却原価法（定額法）によっている。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

      国定資産の減価償却法は、次の方式を採用している。 

       有形固定資産  定率法 

       無形固定資産  定額法 

 

(3) 消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は税込方式により行なっている。 

 

 

 ２．特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 
前期末 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

特定資産 

（多くの市民寄付に

よる設立時資産） 

 

0 

 

0 

 

 

0 

 

0 

 

合計 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 



 

 ３．特定資産の財源等の内訳 

 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正

味財産からの

充当額） 

（うち負債に

対応する額） 

特定資産 

定期預金 

（設立時資産） 

 

0 

 

 

（0） 

 

 

（0） 

 

 

（0） 

 

土地 0 (0) (0) (0) 

合計 0 （0） （0） （0） 

 

 

４．固定資産の取得価額、減価償 却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 取得価額 期首残高 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 

パソコン 452,200 1 1 452,200 0 

パソコン 294,760 294,760 147,380 147,380 147,380 

小計 746,960 294,761 147,381 599,580 147,380 

４年定率 

 



 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円） 

補助金等名

称 
交付者 

前期末

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末

残高 

貸借対照表上

の記載区分 

NPO活動支援

融資事業補助

金 

京都府 0 135,621 135,621 0 指定正味財産 

京都市 0 105,006 105,006 0 指定正味財産 

持続化給付金 経済産業省・

中小企業庁 

0 2,000,000 2,000,000 0 指定正味財産 

家賃補助給付

金 

経済産業省・

中小企業庁 

0 373,560 373,560 0 指定正味財産 

勤務間インタ

ーバル助成金 

厚生労働省 0 75,000 75,000 0 指定正味財産 

府内学生就職

促進応援事業

費補助金 

京都府 0 71,000 71,000 0 指定正味財産 

合        計 0 2,760,187 2,760,187 0  

 

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

内容 金額(円) 

経常収益への振替額 

  指定寄附金の使用による振替額 48,084,780 

  地方公共団体等補助金の使用による振替額  2,760,187 

合 計 50,844,967 

その他の注記に記載すべき事項について、該当はありません。 

 



 

貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書（ 2020 年度）  

 

公益財団法人京都地域創造基金  

 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

 

 財務諸表の注記に記載している。 

 

  

２．引当金の明細 

 

 引当金はない。 

 



 

㈈務ㅖ⾲に対する注グ㸦 2021 年度㸧  

 

公┈㈈団法人京㒔地域創㐀基㔠  

 

㸯㸬㔜せな会ィ方㔪 

(1) 有価ド券のホ価基‽及びホ価方法 

‶期保有┠ⓗ債券   償却原価法㸦定㢠法㸧によっている。 

 

(2) 固定㈨⏘のῶ価償却の方法 

      国定㈨⏘のῶ価償却法は、次の方式を採⏝している。 

       有形固定㈨⏘  定⋡法 

       ↓形固定㈨⏘  定㢠法 

 

(3) 消㈝⛯➼の会ィ処⌮について 

 消㈝⛯➼の会ィ処⌮は⛯㎸方式により⾜なっている。 

 

 

 㸰㸬≉定㈨⏘の増ῶ㢠及びその残㧗 

≉定㈨⏘の増ῶ㢠及びその残㧗は、次のとおりである。 

㸦単位㸸円㸧 

⛉┠ 
前期末 

残㧗 

当期 

増加㢠 

当期 

ῶ少㢠 

当期末 

残㧗 

≉定㈨⏘ 

㸦多くの市民寄付に

よるタ❧時㈨⏘㸧 

 

0 

 

0 

 

 

0 

 

0 

 

合ィ 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 



 

 㸱㸬≉定㈨⏘の㈈※➼の内ヂ 

 ≉定㈨⏘の㈈※➼の内ヂは、次のとおりである。 

㸦単位㸸円㸧 

⛉┠ 当期末残㧗 
㸦うち指定正味㈈

⏘からの充当㢠㸧 

㸦うち一⯡正

味㈈⏘からの

充当㢠㸧 

㸦うち㈇債に

対応する㢠㸧 

≉定㈨⏘ 

定期㡸㔠 

㸦タ❧時㈨⏘㸧 

 

0 

 

 

㸦0㸧 

 

 

㸦0㸧 

 

 

㸦0㸧 

 

土地 0 (0) (0) (0) 

合ィ 0 㸦0㸧 㸦0㸧 㸦0㸧 

 

 

㸲㸬固定㈨⏘の取得価㢠、ῶ価償 却⣼ィ㢠及び当期末残㧗 

固定㈨⏘の取得価㢠、ῶ価償却⣼ィ㢠及び当期末残㧗は、次のとおりである。 

㸦単位㸸円㸧 

⛉┠ 取得価㢠 期㤳残㧗 当期償却㢠 ῶ価償却⣼ィ㢠 当期末残㧗 

パソコン 294,760 147,380 73,690 221,070 73,690 

小ィ 294,760 147,380 73,690 221,070 73,690 

㸲年定⋡ 

 



 

㸳㸬⿵助㔠➼の内ヂ並びに交付⪅、当期の増ῶ㢠及び残㧗 

⿵助㔠➼の内ヂ並びに交付⪅、当期の増ῶ㢠及び残㧗は、次のとおりであ

る。㸦単位㸸円㸧 

⿵助㔠➼名

⛠ 
交付⪅ 

前期末

残㧗 

当期 

増加㢠 

当期 

ῶ少㢠 

当期末

残㧗 

㈚借対↷⾲

上のグ㍕区

分 

NPO活動支援

⼥㈨事業⿵助

㔠 

京㒔府 0 60,563 60,563 0 一⯡正味㈈

⏘ 

京㒔市 0 55,466 55,466 0 一⯡正味㈈

⏘ 

再㉳支援⿵助

㔠 

京㒔市 0 241,000 241,000 0 一⯡正味㈈

⏘ 

合        ィ 0 357,029 357,029 0  

 

 

㸴㸬指定正味㈈⏘から一⯡正味㈈⏘への振替㢠の内ヂ 

指定正味㈈⏘から一⯡正味㈈⏘への振替㢠の内ヂは、次のとおりである。 

内容 㔠㢠(円) 

⤒常収┈への振替㢠 

  指定寄㝃㔠の使⏝による振替㢠 106,275,701 

合 ィ 106,275,701 

その他の注グにグ㍕すべき事㡯について、ヱ当はありません。 

 



 

㈚借対↷⾲及び正味㈈⏘増ῶィ⟬書の付属明⣽書㸦 2021 年度㸧  

 

公┈㈈団法人京㒔地域創㐀基㔠  

 

 

㸯㸬基本㈈⏘及び≉定㈨⏘の明⣽ 

 

 ㈈務ㅖ⾲の注グにグ㍕している。 

 

  

㸰㸬引当㔠の明⣽ 

 

 引当㔠はない。 

 



 

財務諸表に対する注記（ 2022 年度）  

 

公益財団法人京都地域創造基金  

 

１．重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券   償却原価法（定額法）によっている。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

      国定資産の減価償却法は、次の方式を採用している。 

       有形固定資産  定率法 

       無形固定資産  定額法 

 

(3) 消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は税込方式により行なっている。 

 

 

 ２．特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 
前期末 

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末 

残高 

基本財産 

（多くの市民寄付に

よる設立時資産） 

特定資産 

 

0 

 

0 

 

3,000,000 

 

0 

 

0 

 

0 

 

3,000,000 

 

0 

合計 0 3,000,000 0 3,000,000 

 

 

 

 

 



 

 

３．特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に

対応する額） 

基本財産 

普通預金 

（設立時資産） 

 

3,000,000 

 

 

（3,000,000） 

 

 

（0） 

 

 

（0） 

 

特定資産 0 (0) (0) (0) 

合計 3,000,000 （3,000,000） （0） （0） 

 

 

４．固定資産の取得価額、減価償 却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 取得価額 期首残高 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 

パソコン 294,760 73,690 73,688 294,758 2 

小計 294,760 73,690 73,688 294,758 2 

４年定率 

 



 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等名称 交付者 
前期末

残高 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期末

残高 

貸借対照表上

の記載区分 

NPO活動支援融資事

業補助金 

京都府 0 31,808 31,808 0 一般正味財産 

京都市 0 31,812 31,812 0 一般正味財産 

中小企業等総合支援

補助金・物価高騰対

策支援補助金 

 

京都市 

 

0 

 

150,000 

 

150,000 

 

0 

 

一般正味財産 

合        計 0 213,620 213,620 0  

 

 

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

内容 金額(円) 

経常収益への振替額 

  指定寄附金の使用による振替額 58,732,905 

合 計 58,732,905 

その他の注記に記載すべき事項について、該当はありません。 

 



 

貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書（ 2022 年度）  

 

公益財団法人京都地域創造基金  

 

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

 

 財務諸表の注記に記載している。 

 

  

２．引当金の明細 

 

 引当金はない。 

 



財産目録
2021年 3月31日現在

公益財団法人 京都地域創造基金

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

(流動資産)

現金 手元保管 運転資金として                 0

預金 普通預金        54,297,929

  京都信用金庫本店 公益目的１ 運営と運転資金として         6,580,723

  199314

  ゆうちょ銀行 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため         2,302,614

  00930-4-312262

  ゆうちょ銀行 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため                 5

  00980-9-282168

  京都銀行本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            27,427

  5059054

通知預金 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため         5,000,000

  2103004

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           590,002

  2027632

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           425,896

  2027764

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            20,000

  2027687

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           424,448

  2024167

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           100,000

  2144120

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           865,130

  3004045

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため        36,648,564

  2234020

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           320,016

  3045493

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           250,000

  3048880

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           230,000

  3048872

  京信本店 3065902           513,004

  京信本店 3090192               100

未収金 京都府 補助金 融資事業 135621円         1,313,127

京都市 補助金 融資事業 105006円

京都府 補助金 インターン                 71000円

信頼資本財団 休眠委託 840000円

全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 近畿ブロック会議 100000円

全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 BYサポート旅費  61500円

  流動資産合計        55,611,056

(固定資産)

- 1 -



貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

  その他固定資産

什器備品 パソコン 公益目的事業、法人運営全般           147,380

保証金            90,000

投資有価証券 京都信用金庫 出資金50000円            50,000

  固定資産合計           287,380

    資産合計        55,898,436

(流動負債)

短期借入金 京都信用金庫 つなぎ資金         5,000,000

未払金 楽楽明細 3月分 システム利用料 29878円           122,498

MJS 3月分 リース料 92620円

預り金 社会保険料 3月給与、冬季賞与分  336204円           716,042

所得税 1-3月給与、冬季賞与分 164110円

住民税 12-3月 180000円

雇用保険 7-3月 14256円

謝金源泉                      21472円

  流動負債合計         5,838,540

    負債合計         5,838,540

    正味財産        50,059,896

- 2 -



財産目録
2022年 3月31日現在

公益財団法人 京都地域創造基金

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

(流動資産)

預金 普通預金        11,317,370

  京都信用金庫本店 公益目的１ 運営と運転資金として         6,281,564

  199314

  ゆうちょ銀行 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため         1,233,648

  00930-4-312262

  京都銀行本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            26,987

  5059054

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため               309

  2027632

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            70,000

  2027687

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             8,367

  2024167

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            30,000

2225868

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため         1,983,841

  3004045

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           662,332

  2234020

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            30,000

  3045493

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             7,304

  3048880

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           294,000

  3048872

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            49,335

309019

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           500,128

3098060

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           139,555

3103268

証券口座           521,535

未収金 京都市 補助金 融資事業 55466円           733,529

京都府 補助金 融資事業 60563円

全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 BYサポートCFJ2.3月分  240000円

全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 BYサポート会員2.3月分   288000円

全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 BYサポート福島2月  28000円

全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 BYサポート旅費     61500円

立替金 全国ｺﾐｭﾆﾃｨ財団協会 消耗品 3186円             5,574

㈱PLUS SOCIAL 消耗品 2388円

  流動資産合計        12,578,008

(固定資産)

- 1 -



貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

  その他固定資産

什器備品 パソコン2台 公益目的事業            73,690

保証金            90,000

投資有価証券 京都信用金庫 出資金50000円            50,000

  固定資産合計           213,690

    資産合計        12,791,698

(流動負債)

未払金 支払助成金 年度末助成追加分 1750941円         2,053,569

日本郵便 年賀寄付金残額返金  302628円

預り金 社会保険料 3月給与分  123950円           730,157

社会保険料 冬季賞与分 213978円

所得税 1-3月給与、冬季賞与分 187880円

住民税 12-3月 176400円

雇用保険 4-3月 17739円

謝金源泉                      10210円

  流動負債合計         2,783,726

    負債合計         2,783,726

    正味財産        10,007,972

- 2 -



財産目録
2023年 3月31日現在

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

(流動資産)

現金 手元保管 運転資金として           300,000

預金 普通預金        10,732,473

  京都信用金庫本店 公益目的１ 運営と運転資金として         6,018,625

  1993147

  ゆうちょ銀行 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため           772,829

  00930-4-312262

  京都銀行本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            26,547

  5059054

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            21,309

  2027632

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            10,000

  2035960

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             8,000

  2027687

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             6,502

  2024167

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             5,001

2225868

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            10,000

  3001335

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため         3,792,397

  3004045

  京都信用金庫本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             2,338

  2234020

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため            30,000

  3045493

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             7,304

  3048880

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             8,002

  3048872

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             4,060

309019

  京信本店 公益目的１ 公益活動支援助成事業のため             9,559

3103268

証券口座            95,327

未収金 京都市 補助金         1,862,443

京都府 補助金

委託費

事業経費

誤出金

  流動資産合計        12,990,243

(固定資産)

- 1 -



貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

  基本財産

普通預金         3,000,000

  普通預金(指定) 京信本店1993147         3,000,000

  その他固定資産

什器備品                 2

保証金            90,000

投資有価証券 京都信用金庫 出資金50000円            50,000

  固定資産合計         3,140,002

    資産合計        16,130,245

(流動負債)

未払金 支払助成金等         1,325,787

預り金 社会保険料           718,763

所得税・住民税等

雇用保険

謝金源泉等

  流動負債合計         2,044,550

    負債合計         2,044,550

    正味財産        14,085,695

- 2 -










